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海外派遣助成プログラム〔国内団体向け〕
申　請　要　領


1. 概要 
本プログラムは、日本の文化・芸術の海外への紹介や文化芸術分野における国際貢献を目的として、海外において舞台公演、講演、デモンストレーション、ワークショップ等の文化芸術事業を実施するため、海外に渡航する芸術家や日本文化諸分野の専門家等に対し、経費の一部を助成します。
2. 助成対象事業 
(1)平成28（2016）年4月1日以降に開始（日本を出発）する、以下のいずれかの事業で、事業の計画及び方法が目的を達成するために適切であり、かつ十分な成果を期待しうるものであること（事業実施期間については6. 申請手続/結果通知を参照のこと）。
ア．演劇、音楽、舞踊、民俗芸能等の舞台公演
イ．日本文化（スポーツを含む）に関する講演、デモンストレーション、ワークショップ等
(2) 以下の事業は本プログラムの対象とはなりません。
　ア．海外における展覧会の開催（作品の制作・展示・参加が主となるもの。）

　イ．海外における日本映画の上映会（映画の上映・参加が主となるもの。）

　ウ．海外におけるブックフェアへの出展（出展・参加が主となるもの。）
　エ．海外の教育機関への客員教授等の派遣

　オ．国際会議への出席
カ．自然科学分野、日本語教育分野の主題を専らとするもの
キ．日本国内における事業
ク．宗教的又は政治的な目的のために利用されるもの
ケ．営利目的のために実施されるもの
注意点
・海外における展覧会の開催に対する助成は「海外展助成」をご参照ください。

・日本と諸外国との間の共通課題、相互理解の深化等に資するテーマについての国際会議・シンポジウム・セミナー等の対話・交流事業に対する助成は「知的交流会議助成」をご参照ください。
・日本国内の青年や学生の団体、地域社会に根ざした社会的活動を行うグループやNPO等が実施する国際対話・交流活動に対する助成については「地域リーダー･若者交流助成」をご参照ください。
・ASEAN10か国に関する市民・地域レベルの交流事業に対する助成は「アジア・市民交流助成」をご参照ください。
・ASEAN10か国に関する文化芸術・スポーツ・知的交流分野の専門家・専門機関による協働事業に対する助成は「アジア・文化創造協働助成」をご参照ください。
・上記の各助成プログラムについては申請要領が別に定められており、申請締切日等の応募条件が異なる場合がありますのでご注意ください。
・台湾における事業をご検討の場合は、「11.申請書提出先・問合せ先」へお問い合わせください。
・原則として、日本出発から帰国までを1事業とみなします。団体の人数は問いません。
・一度不採用となった事業について、同一年度中の募集に再度応募することはできません。
3. 申請資格
(1) 次のいずれかに該当する日本国内の団体又は個人。
ア．海外から招請を受けており、文化芸術分野で日本国内を拠点に活動している団体又は個人。
イ．上記アに該当する団体・個人の海外での文化事業を企画・制作する団体。
(2) 申請者は次の要件を満たしていなければなりません。
ア．事業を計画に従い遂行する能力を有しているもの（団体（機関）の場合は組織基盤を示す定款等の資料を申請書と併せてご提出いただきます）。
イ．国際交流基金から助成金の交付を受けることについて自国の法令等に違反していないこと。
(3) 次に掲げる団体等は、このプログラムでは助成対象となりません。
ア．日本政府（国立機関を含む）、地方公共団体（公立大学、公立中学、高校その他の公立機関を含む）、独立行政法人、地方独立行政法人及び国立大学法人（国立中学・高校を含む）並びにこれらの下部組織
イ．外国政府（省庁等の行政機関。研究・教育機関等を除く）、在日外国公館
ウ．国際機関（日本政府が拠出している政府間機関）
注意点
・過去3年にわたって連続して文化芸術交流海外派遣助成プログラムで支援を受けた個人・団体については、継続すべき強い理由があると国際交流基金が判断する場合を除き、次の4年目は原則として採用しない方針です。これは、国際交流基金事業の受益者が固定化することを防ぎ、より多くの方に支援の機会を設けるための措置です。連続4年目の申請を行うことは可能ですが、その場合は、通常、採用の優先度が低くなることをあらかじめご承知おきください。
・申請団体代表者若しくは申請者が未成年である場合は、申請にあたり法定代理人（親権者又は未成年後見人）による「同意書」（指定様式）を提出してください。
・同一の事業に対し、文化庁、他の独立行政法人、公益財団法人日韓文化交流基金の助成事業と重複しての採択はありません。（本プログラムの助成を受ける場合は、これらの機関からの助成金を辞退する手続をお取り頂く必要があります）。
・民間企業からの協賛金や民間の支援団体・地方公共団体等からの支援金・補助金等は併せて積極的に活用の上、資金調達を計画してください。他からの資金がある場合は申請書「収入」項目の「他の助成金/補助金/協賛金」の欄に申告してください。
・同一の事業に対し、国際交流基金及び国際交流基金海外拠点の運営している他の助成プログラムと重複しての採択はありません。
・申請者は申請者の名義で日本国内に銀行口座を保有していることが必要です。採用となった場合、助成金は申請者と同一の名義の口座へ振り込むことを原則とします。
・採用された場合、助成対象事業の実施に際して、ポスター等の広報関係印刷物に国際交流基金の助成を受けている旨を明記し、国際交流基金のロゴを掲載していただきます。

4. 助成内容 
以下（1）及び（2）に記載の費用の一部を助成します。予算上の制約から、助成内定総額に一定の上限額を設けることがあります。
(1) 国際人員移動費
以下の費用が対象となります。ただし実費を超えることはありません。
ア．航空賃（エコノミークラス割引運賃）
日本と事業実施国、実施都市を結ぶエコノミークラス割引運賃相当の国際航空賃。運賃の単価に対象人数を乗じた金額の全部又は一部を助成内定額とします。
注意点
・「エコノミークラス割引運賃」とは、各航空会社が定めた割引運賃（キャリア運賃）を指します。
・発着点は、申請者・申請団体が希望する日本国内の最寄りの空港を原則とします。日本国内の陸路移動費（出発地から空港まで）は助成対象外です。
・海外発着となる航空賃については、国際交流基金が助成の必要性を認めた場合に限り助成することがあります。
・航空賃は、航空券代、燃油特別付加運賃、航空保険特別料金、空港税を含みます。
イ．船賃・鉄道賃
日本と事業実施国、実施都市を航空機で移動することが合理的でないと認められる場合は、上記ア．で示したエコノミークラス割引運賃相当の船賃・鉄道賃の単価に、対象人数を乗じた金額の全部又は一部を助成内定額とします。
ウ．その他の交通手段に係る費用（借り上げ車輌等）
事業実施国・実施都市間を上記ア、イの手段で移動することができない場合、又は非合理的、非効率的であると認められる場合は、申請者・申請団体が借り上げた車輌等にかかる費用の一部を助成する場合があります。ただし、事業実施都市内の移動のみに要する経費（例：空港から滞在先ホテルへの移動、滞在先ホテル・事業の会場間の移動のための車輌等に係る費用）は助成の対象になりません。
(2) 国際貨物輸送費：
事業実施に必要な貨物の国際輸送に係る以下の費用が対象となります。ただし実費を超えることはありません。申請時点で申請者より提出された見積金額の一部を助成内定額とします。
ア．申請者・申請団体の移動とは別に送る国際貨物輸送費（カーゴ料金等）
日本国内の出発地と空港間及び到着後の空港と事業実施会場間の輸送、貨物の梱包に係る費用、通関作業で必要な倉庫保管料を対象とします。ATAカルネ取得料、貨物保険料は助成対象外です。
イ．超過手荷物料金
申請者・申請団体とともに航空機に搭載する手荷物の超過料金（事業実施に必要な楽器、機材等に限る）
ウ．その他、貨物輸送に係る費用

大型楽器の運搬用に購入する航空券代金等。助成の可否は国際交流基金が決定します。
注意点
・海外発着の貨物輸送費については、国際交流基金が助成の必要性を認めた場合に限り助成することがあります。
・貨物の国際輸送手段は、合理的かつ経済的な方法を選んでください。
・日本国内空港まで/からの国内宅配便等の輸送費は助成対象外です。
・個人の荷物輸送にかかる費用は助成対象外です。
※助成内定額について
・採用の場合は、「助成金内定通知書」により助成内定額を通知します。
・助成内定額は、国際交流基金の査定基準により決定します。
・助成内定額は、申請書に記載された事業計画に対する助成上限額を定めたもので、後日、事業の実施内容に申請時との差異が認められる場合には、内定の取消や助成内定額の減額を行うことがあります。従って、申請書（特に「事業実施概要」欄や「収支予算」欄）は可能な限り正確に記入してください。なお、事業内容の変更により、助成額が内定額から増額されることはありませんので、ご留意ください。
5. 審査 

提出された申請書に基づき以下のような観点から審査を行い、外部専門家の意見を聴取の上、採否を決定します。採否理由等についてのお問い合わせには一切応じられませんので、ご了承ください。
(1)国際交流基金の助成の必要性
(2)事業の内容（具体性・実現性、波及効果、発展性、過去の実績、事業の質・水準）
(3)事業実施体制（準備進捗状況、資金計画や収支計画の妥当性、受入側の信頼性、事業の効率性・費用対効果等）
※例えば、以下のような案件は相対的に高い評価が与えられます。
・複数国・都市への巡回を効率よく行う事業
・舞台公演、講演、デモンストレーション、ワークショップ等の実施回数が複数計画されている事業
・国際芸術祭、周年事業等に関連する事業
・日本との文化芸術交流の機会が著しく少ない国・地域との交流を促進する事業
・紛争・災害からの復興、平和構築、環境等、世界の共通課題に文化芸術を通じて取り組む事業
・活動（内容・成果）を外部に向けて積極的に情報発信する事業
※例えば、以下のような案件は優先順位が低くなります。
・同一年度内に既に国際交流基金の助成を受けている申請者の事業
・事業成果が特定のグループ・個人に限られる事業
・観光、研究活動等、文化事業以外の活動を主体とする事業
・姉妹都市間又は学校間交流等、特定の関係者同士の友好親善を主な目的とする事業
・趣味的サークルや同好会による事業
・現地主催者の経費負担が著しく少なく、申請者・申請団体の自己負担割合が極端に大きい等、予算計画にバランスを欠いた事業
6. 申請手続/結果通知 

(1) 申請書は、所定の様式を用いて以下の期日までに郵送（宅配便も可）により提出してください。持参での提出は受理できません。なお、書留、宅配便等、配達が記録できる手段での送付をお勧めします。
(2) 提出期限、結果通知時期は以下のとおりです。
	
	締切日
	対象となる事業の実施期間
	内定通知時期

	第1回募集
	平成27（2015）年
12月1日（消印有効）
	平成28（2016）年4月1日
～平成29（2017）年3月31日
	平成28（2016）年4月

	第2回募集
	平成28（2016）年
6月1日（消印有効）
	平成28（2016）年10月1日
～平成29（2017）年3月31日
	平成28（2016）年9月


注意点
・上記6.(2)の事業実施期間内に日本を出発/帰国する必要があります。
・第1回募集に関し、内定通知時期は4月上旬～中旬を予定しています。4月に出発する事業については、助成金の支払が事業実施後となる可能性もある点、あらかじめご了承ください。
7．採用件数
　　採用92件／応募255件（平成27年度（第１回募集））
8．助成対象者の義務
(1) 国際交流基金の事業は、国際交流基金の関係法令（「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和30年法律第179号）含む）及び規程に従って実施されます。

(2) 事業の広報にあたっては、国際交流基金の助成事業であることを必ず明示してください。
(3) 事業完了後には、事業の概要、成果、収支等に関する報告書をご提出ください。
(4) 助成金の受給や使用に関して不正行為があったときは、助成金の交付取消や返還命令（含む加算金）、その他一定期間の申請資格停止等の措置をとり、場合によっては刑事罰が課されることがあります。
9. 事業に関する情報の公開 

(1) 採用された場合、申請者・団体の名称、事業の概要等の情報は、国際交流基金事業実績、年報、ウェブサイト等において公表されます。
(2)「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成13年法律第140号）に基づく開示請求が国際交流基金に対してなされた場合には、同法に定める不開示情報を除き、提出された申請書類は開示されます。
10. 個人情報の取扱い 

(1) 国際交流基金は、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第59号）を遵守し、個人情報を取り扱う際には、適正な収集・利用・管理を行います。国際交流基金の個人情報保護への取組については、以下のウェブサイトをご覧ください。
http://www.jpf.go.jp/j/privacy/index.html
(2) 申請書に記入された情報は、採否審査、事業実施、事後評価等の手続のほか、次のような目的で利用します。これらの個人情報の利用については、申請者より事業関係者にもお知らせくださるようお願いします。
ア．採用者・採用団体の代表者氏名、職業・肩書、所属先、団員氏名、事業期間、事業内容等の情報は、国際交流基金の事業実績、年報、ウェブサイト、舞台芸術専門ウェブサイト（http://www.performingarts.jp/）、その他の広報資料等への掲載、並びに統計資料作成に利用されます。また、国際交流基金事業の広報のため、報道機関や他団体に提供することがあります。
イ．採用事業の事業実施地に所在する国際交流基金海外拠点や大使館・総領事館等の日本国在外公館にも、事業概要とともに上記の情報を提供することがあります。
ウ．申請書、添付書類及び事業報告書・成果物などは、採否審査、事後評価等のため、外部有識者等の評価者に提出することがあります。提出する際、評価者の方には個人情報の安全確保のための措置を講じていただくように要請しています。
エ．事業終了後、本件事業に関するフォローアップのためのアンケートをお願いする場合があります。
オ．記入される連絡先に、他の国際交流基金事業についてご連絡を差し上げることがあります。
(3) 国際交流基金に提出された事業報告書・成果物などは、国際交流基金事業の広報のため、公開することがあります。
11. 申請書提出先・問合せ先 

事業を実施する国・地域により、下記の担当部署へご連絡ください。
国際交流基金　文化事業部
事業第1チーム（アジア・大洋州、米州地域）　TEL 03-5369-6061　E-mail: arts1@jpf.go.jp

事業第2チーム（欧州・中東・アフリカ地域）　TEL 03-5369-6063　E-mail: arts2@jpf.go.jp

（共通）
FAX 03-5369-6038

〒160-0004　東京都新宿区四谷4-4-1

申請書提出の際、以下を切り取って宛名ラベルとしてお使いください。
【アジア・大洋州、米州地域】　　　　　　　　　　　【欧州・中東・アフリカ地域】

申請書のフォーマットは、次のウェブサイトから入手可能です。http://www.jpf.go.jp/j/program/index.html

 全体的な注意事項 
1.申請書を提出する際には、申請書の原本をホッチキス留めしないで提出してください。なお、提出された申請書及び添付資料は返却しませんので、必ず申請書のコピーをお手元に残しておくようご留意ください。

2.申請書はタイプ又は黒のボールペンで記入してください。記入欄が足りない場合は、欄に収まるように概略を記入し、詳細を別紙（A4サイズ）に添付してください。

3.申請書提出後に申請書記入内容に変更が生じた場合には、速やかにご連絡ください。

 申請書記載要領 
1. 申請者概要
(1) 団体申請、個人申請のいずれかを選択して記入してください。(2)は共通記入項目です。

(2) 申請書に関する照会窓口を(2)に記載してください。採用・不採用通知等は(ア)、(イ)の連絡先へ郵送します。

2. 事業概要
(1)「事業名」は、事業内容が具体的に分かる、簡潔な名称としてください。事業名は、「事業を行う団体若しくは個人名+『（ある場合は）作品名』+事業をする国若しくは地域名」としてください。複数の作品を上演する場合には、作品名を省略しても構いません。
例　○○会（茶道）米州レクチャー・デモンストレーション
例　○○舞踊団『○○』欧州公演、国際太郎『○○』欧州公演、○○劇団（演劇）欧州公演
(2)「事業内容」は、実施地、目的、派遣者名・団体名、事業内容を必ず入れて、150-200字程度で簡潔に記載してください。

(3)「事業計画」の中で、日程、場所等が確定していない部分がある場合には、「未定」「調整中」等と準備状況が分かるように記載してください。

3. 事業内容詳細
(1)「事業の実施に至る経緯」には、どのようなきっかけで本事業を実施することになったか、具体的に記載してください。

(2)「事業の目的、意義、期待される効果」について、国際芸術祭や大型文化行事に参加する場合は、その催しの名称と概要を記載してください。

(3)「事業内容詳細」には、講演、公演の構成、演目、ワークショップ・デモンストレーションの内容を具体的に記載してください。

(4)「事業の準備状況」には、今後の予定を含めた事業の準備状況を記載してください。

(5)「事業終了後の計画、成果公表方法等」には、事業成果の公表方法や継続的な交流事業、派生事業への展開などを記載してください。

(6)「事業目的達成の評価基準」には、申請事業の成果を測るための目標数値、並びに第三者評価の計画を記載してください。採用された事業については、事業終了後、事業達成度に関する自己評価と第三者評価を報告していただきます。
例　目標数値例：集客率目標○％、メディアへの掲載○件、チケット売上げ等
第三者評価の計画例：アンケートの実施、外部専門家によるコメント等
その他目標例：国際的な評価の確立、次回海外事業への派生等
4. 収支計画
(1) 国際交流基金へ申請する費用項目（国際人員移動費、貨物輸送費）については、見積書を添付してください。
(2) 他の機関からの助成金、寄付、協賛金等については、申請額、決定状況（申請中/内定済）、申請中の場合は結果判明時期、助成対象費目が決まっている場合には、項目名と金額を明記してください。

(3) 現地受入機関の現物供与・企業協賛等により、支出が発生しない項目（宿泊・会場・広報宣伝費等）は、支出欄の該当する項目にその旨記載してください。
5. 申請者・申請団体の実績
(1)「現在までの主な活動内容」に関して、報道資料等がある場合には、添付資料として提出してください。

(2)「海外での事業実績/海外から招へいを受けた実績」には、時期、事業内容、実施国、主催団体、助成の有無などを記入してください。

(3)「過去の国際交流基金助成の実績」が「有」の場合、その年度と事業概要、助成額を記入してください。

申請書には必ず次の書類を添付してください。この内どの書類が欠けていても選考の対象から除外されます。また、提出された申請書及び添付資料は返却しませんのでご了承ください。
（1)申請者・申請団体に関する情報

（団体の場合）
　□　団体の定款、規約、会則、又はそれに準ずる資料
　□　団体の事業内容・事業実績及び財政状況を記した書類（年報、パンフレット等での代替可）
（個人の場合）
　□　略歴（事業で主要な役割を担う人の略歴も併せてご提出ください）
　□　申請事業に関連するこれまでの実績
※申請団体代表者若しくは申請者が未成年である場合、以下の書類も提出してください。
□　法定代理人による「同意書」
(2)事業内容に関する情報

　□海外受入団体からの招へい状又は契約書（コピー可）
　□事業内容に関する映像又は音源資料（公演、コンサートの場合は必須）3部（15分以内に編集してまとめてください）
注意点：　
・提出はDVD又はCD（コピー可）とします。

　・審査で使用するため、一般のDVD、CDプレイヤーで再生できることを確認し、チャプターに分けた上で提出してください。

　・You Tube等動画投稿サイトのリンク提示を音源資料に代えることはできません。

　・事業内容（実際に行う演目や演奏）に関する映像又は音源資料をご提出ください。
　・審査のために、提出された映像・音源資料を国際交流基金で複製することがあります（審査以外の目的には使用しません）。
(3)国際交流基金に申請する費用項目の根拠となる書類
（国際人員移動費）
□正規旅行代理店、航空会社等の発行した、利用予定のエコノミークラス割引運賃の見積書（船賃、鉄道賃の場合はエコノミークラス相当運賃の見積書。その他交通手段（借り上げ車輌等）を希望する場合は、経路を明記した見積書）
（国際貨物輸送費）
□貨物の梱包リスト（梱包個数、外寸、重量、内容物の情報を含む）
□同リストに基づく貨物輸送費の見積書（正規運送会社、航空会社等の発行した、利用予定の国際輸送手段（航空機、船舶、鉄道、トラック等）の見積書）
(4)その他

　申請団体紹介資料、パンフレット、プログラム、紹介記事、評論等の補足資料がある場合には、併せて添付してください。
【参考　採用の場合：内定後の手続の流れ】　　　　　　　　 　　　　　　　 　　　2016(平成28)年度用
国際交流基金 海外派遣助成プログラム　助成金交付手続一覧
【内定】

１「助成金交付内定通知書」を送付

「申請書」に対する助成の内容を通知するものです。
　　【内定受諾】

２「助成金交付内定受諾書」を提出

助成金交付内定通知書受領後２週間以内に、「助成金交付内定受諾書」を提出してください。（期限内に提出がなかった場合は取り下げたものとみなします。）

【決定】

３（１）「助成金交付申請書」を提出

事業開始の１か月前までに助成金交付内定通知書に別添の「助成金交付申請書」を必要な添付書類とともに提出してください。（事業開始前の助成金支払いを希望する場合には、事業開始の２か月前までに提出してください。）※
３（２）「助成金交付決定通知書」の送付

提出された「助成金交付申請書」を審査し、助成金交付額を決定し、通知します。

【支払】

４（１）「助成金支払申請書」を提出

「支払申請書」は一般の請求書に当たるものです。

４（２）支払

助成金の支払いは、原則として「助成金支払申請書」を基金が受理してから２～３週間以内に行います。

～　事業実施　～

【確定】

５（１）「事業報告書」を提出

助成対象事業終了後２か月以内に「事業報告書」を提出し、事業及び会計報告を行ってください。会計報告には、助成対象項目に係る領収書（航空賃については、ルート、人数等の内訳が明記されたもの）のコピーを添付してください。

５（２）「助成金支払確定書」を送付

「事業報告書」の内容を審査の上、助成金額の確定を行います。確定額が交付された助成金額を下回る場合は、その差額を基金が指定する期日までに返還してください。

※上記３（１）に関し、「助成金交付申請書」は事業開始の１か月前までに必ずご提出ください。
事業開始前の助成金支払いを希望する場合には、「助成金交付申請書」を事業開始の２か月前までに提出してください。なお、事業内容に大幅な変更があった場合などには、審査に時間を要するため、事業実施前に助成金を支払えないことがあります。「助成金交付申請書」が事業実施前に提出されない場合、助成金を取り消すことがあります。
2016（平成28）年度用
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国際交流基金


文化事業部　事業第２チーム　行





【「海外派遣助成プログラム」申請書類在中】
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【「海外派遣助成プログラム」申請書類在中】








申請書作成上の注意





申請書添付資料
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